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令和８年度 確
．
定
．
係数
．．

における事業費納付金と標準保険税率について 

１ 令和７年度 保険税率での予算額と調定額について（検証） 

● 事業費納付金と保険税収納必要額（清須市） 

 

事業費納付金計      … １，７２３，７７６千円 ① 

市町村に交付される公費  …   ３４６，１６１千円 ②(減算) 

保健事業等保険税で賄う給付…    ２９，１２０千円 ③(加算) 

保険税収納必要額（軽減前） … １，４０６，７３５千円 ④(①-②+③)A 

保険税調定必要額（軽減前） … １，４７５，４９３千円 ⑤(A÷95.34%）B 
 

軽減対象総額       …   １６４，７７４千円 C 

滞納繰越・歳出還付等   …     ６，７１１千円 D 

収納率不足分       …    ４３，５４２千円 E 

令和７年度予算額調定見込み… １，２８３，２００千円 

税率改正(軽減後)した調定に、本市ルールによる収納率（92.87％）で計上 

令和７年度予算額（一般） … １，１９１，７０８千円 F 
 

（基準日 R7.10 末・６年分所得 一般分） 

令和７年度調定額（軽減後） … １，３６９，７０３千円 G 

本市の収納率 92.87％を乗じた令和７年度収入見込み 

         １，２７２，０４３千円 H (G×92.87%) 

 

                    結果、予算に対し、増加の見込み。 

 

● 税率比較 

 
所 得 割 均 等 割 平 等 割 

応能割（％） 応益割（円） 

令和６年度 １１.８０ ５１，５００ ３３，４００ 

標準保険税率（R7） １２.３８ ５４，８５９ ３３，７２３ 

令和７年度 １２.３８ ５４，８５９ ３３，７２３ 

 

２ 県の示した事業費納付金等について（子ども・子育て支援納付金分除く） 

(1) 令和８年１月２０日、確定
．．

係数
．．

による国民健康保険事業費納付金等の試算 

結果及び標準保険税率 

予
算 

実
績 

県の示す標準

的な収納率 

令和６度国保運営協議会時の令和７年度見込 

被保険者見込み

９，９６４人 

被保険者実績 

１０，１５６人 

(見込より増） 

A-C-D-E=F 
赤字補填分 
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●事業費納付金と保険税収納必要額（清須市） 

①事業費納付金       … １，７４７，８２４千円 (基本) 

②市町村に交付される公費  …   ３２５，０９５千円 (減算) 

③保健事業等保険税で賄う給付…    ２９，３６０千円 (加算) 

④保険税収納必要額(軽減前) … １，４５２，０８９千円 a 

⑤保険税調定必要額(軽減前) … １，５２４，１８３千円（a÷95.27％）b 

 

 

 

  ⑥軽減対象総額       …   １０１，４３３千円 c 

  ⑦令和８年度予算調定見込み … １，３５０，６５６千円 a-c＝ｄ 

  ⑧令和８年度予算額     … １，２５１，６５３千円 ｄ×92.67％ 

 

●標準保険税率 

確定係数による試算 所得割(%) 均等割(円) 平等割(円) 

令和７年度税率 １２.３８ ５４，８５９ ３３，７２３ 

 
標準保険税率(R８) 

令和８年度 税率見込 
(子ども･子育て支援分除く) 

１３.１４ 
【+0.76】 

５７，８６１ 
【+3,002】 

３５，３６５ 
【+1,642】 

 

医療給付費分 ７.９３ ３３，８５７ ２１，７３４ 

後期高齢者支援金等分 ２.８０ １１，８８７ ７，６３１ 

介護納付金分 ２.４１ １２，１１７ ６，０００ 

 
 《令和６年中の所得で試算したもの》 

(2) １人当たり保険税額（軽減前）の比較 (令和８年１月９日現在での試算) 

   令和７年度現行税率で算出した保険税額 

    １，５１５，４８２千円÷被保険者(9,791 人)＝１５４，７８３円 
   

 令和８年度標準保険税率で算出した保険税額 

    １，５８４，８５６千円÷被保険者(9,670 人)＝１６３，８９４円 

  

(3) １人当たり保険税額（軽減後）の比較 (令和８年１月９日現在での試算) 

   令和７年度現行税率で算出した保険税額 

   １，３２５，１５２千円÷９，７９１人＝１３５，３４４円 

資料 A-① 

【＋48,690 千円】 

 

【▲0.07％】 

【△21,066 千円】 

【+240 千円】 

【＋45,354 千円】 

対前年度比【＋24,048 千円】 

県の示す標準

的な収納率 

＋９，１１１円 

仮係数時と比べ増加した要因 
・診療報酬改定による影響：診療報酬＋3.09％、薬価▲0.86％、材料価格▲0.01％ ⇒ +2.22％ 

【△63,341 千円】 

【+67,456 千円】 

【+59,945 千円】 
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   令和８年度標準税率で算出した保険税額 

   １，３８５，０８２千円÷９，６７０人＝１４３，２３５円 

                （年＋7,891 円増・月＋658 円・＋５．８３％） 
 

   収納率見込み【本市ルールによる収納率（92.67％）】 

   １，２８３，５５５千円 

(4) 被保険者の状況  

令和８年１月９日  ９，７９１人、６，７６０世帯 

令和８年度見込   ９，６７０人、６，３６６世帯 
【△１２１人、△３９４世帯】 

上記減少に伴い、予算見込みで、△１６，０１６千円となる。 
（※R6 年中収入を元に R8 税率で賦課し、人数減少分として） 

３ 医療指数と１人当たり所得金額 

 (1) 医療指数 

  医療費の水準(年齢調整後)は、全国的には平均を下回るが、県内では高い 

  
医療費指数（全国平均：1） 

令和６年度 令和７年度 伸び率 

愛知県平均 0.922599573 0.911452039 ▲１.２１％ 

清須市 0.964358390 0.977961359  １.４１％ 

順位(54 市町村) ３/５４ ３/５４ 依然と高い水準にある 

 (2) １人当たり所得金額 

１人当たり所得金額は、県平均を上回っている。（微減したが順位は変わらず） 

  
一人当たり所得金額（基礎控除後）（単位：円） 

令和６年度 令和７年度 増加額 

愛知県平均 ７２３，２３３ ７３３，７８８ １０，５５５ 

清須市 ７４３，５９０ ７４１，４０４ ▲２，１８６ 

順位(54 市町村) ２３/５４ ２３/５４ 所得水準は微減している 
 

４ 収納率不足等に伴う事業費納付金不足額 

 医療分・後期分・介護分の収納率による不足額 

１，３５０，６５６千円×標準収納率９５.２７％＝１，２８６，７７０千円 

R８当初予算９２.６７％＝１，２５１，６５３千円 

                     理論値  不足額３５，１１７千円α 
 

５ 子ども・子育て支援金について 

 (1) 子ども・子育て支援金とは 

「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第 47号）」 

に基づき、令和８年４月１日に子ども・子育て支援金制度が創設される。 

収納率準不足市 
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本制度では、国は医療保険者から子ども・子育て支援納付金を徴収し、医療

保険者はその納付に要する費用として、被保険者から保険料（税）と合せて

子ども・子育て支援金を徴収することが決定している。 

 (2) 子ども・子育て支援金に係る令和８年度の事業費納付金と標準保険税率 

●事業費納付金と保険税収納必要額（清須市） 

①事業費納付金       … ３８，０２３千円 (基本) 

②市町村に交付される公費  …  ２，５４２千円 (減算) 

③保険税収納必要額(軽減前) … ３５，４８１千円 a 

④保険税調定必要額(軽減前) … ３７，２４３千円（a÷95.27％）b 

●標準保険税率 

確定係数による試算 所得割(%) 均等割(円) 平等割(円) 

標準保険税率(R８) 

令和８年度 税率見込 
０.２９ 

１，２１４ 
７８５ 

７８ 

※均等割下段は、１８歳以上均等割として上段に加算 

(3) １人当たり保険税額（軽減前） 

    令和８年度標準保険税率 

   ３７，２４３千円÷被保険者（9,670 人）＝３，８５１円（月額 320.9 円） 
    （１５４，７８３円＋３，８５１円）÷１５４，７８３円＝１.０２４８・・・（＋２.４８％） 

 

６ 収納率不足等に伴う事業費納付金不足額 

 子ども・子育て支援金分の収納率による不足額 

  ３７，２４３千円×標準収納率９５.２７％＝３５，４８１千円 

           R８当初予算９２.６７％＝３４，５１３千円 

                   理論値  不足額９６８千円 β 
 

 

まとめ 

■ 令和８年度以降は、県の示す標準保険税率とする。 

■ 税率改正による増加率は、５．８３％となる。（子ども・子育て支援金分除く） 
（令和７年度：４.８％、令和６年度：７.２％） 

■ 子ども・子育て支援金分の増加率は、２.４８％となる。 

■ 県の示す標準収納率に満たないため「収納率準不足市」となっている。 

■ 令和８年度の収納率未達による赤字補填額は、３６，０８５千円（α＋β） 

資料 A-② 

県の示す標準

的な収納率 

仮係数時と比べ増加した要因は、県の減少率よりも全国の減少率の方が大きかったため、
愛知県の負担が増加した。 

収納率準不足市 


